
 

第９回（令和３年度第４回）山形デジタル道場 

 

                          日時：令和３年11月26日（金） 

                             10時00分～11時30分 

                          場所：Zoomによるオンライン開催 

 

次    第 

 

１ 開  会 

 

２ あいさつ 

 

３ 講  座 
 

 (1) 山形県過疎地域持続的発展方針について【講演形式】…資料１ 

① 説明（10分） 

  山形県 ふるさと山形移住・定住推進課 地域づくり推進主査 羽柴 圭俊 

② 質疑応答 

 

(2) 暮らしに寄り添うデジタル化【パネルディスカッション形式】 

① 取組事例報告  

・山形県 高齢者支援課 地域包括ケア推進専門員 川瀬 誠 

   －デジタルを活用した「通いの場」モデル事業 …資料２ 

 ・ＮＰＯ法人アピラ 代表理事 渡辺 尚浩 氏 

   －金山町介護予防事業「デジタル通いの場」等 …資料３ 

 ・大蔵村 総務課 危機管理室長 佐藤 克也 氏 

   －村民向け防災情報タブレット及び防災アプリの導入 …資料４ 

 ・最上町 総務課 まちづくり推進室 情報企画係長 菅 真由美 氏 

  株式会社ソフマップ リユース事業部 マネージャー 原田 聡 氏 

   －町業務用パソコンを町民向けに再利用 …資料５ 

 ・ＮＴＴ東日本 山形支店 副支店長(兼)ビジネスイノベーション部長 澤村 誉 氏 

   －飛島スマートアイランドプロジェクト等 …資料６ 

 ② ディスカッション 

 

 ４ 閉  会 
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＜参考＞山形県における過疎地域の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎策定スケジュール 

 ４月～６月：関係部局と連携による県過疎地域持続的発展方針素案の作成 

  ６月２９日：県議会６月定例会総務常任委員会で県過疎地域持続的発展方針素案の報告 

  ７月中  ：パブリックコメント、市町村への意見照会、総務省への事前協議 

  ８月２日 ：主務大臣（総務、農林水産、国土交通、文部科学、厚生労働、経済産業、環境）への協議 

  ８月２７日：主務大臣の同意、県過疎地域持続的発展方針決定 

 

 

 

第 1 基本的な事項  

 

 

(1)過疎地域の概況 

 ①人口の動向 

  ・過疎地域の人口に占める高齢者の割合は、県全体に比べ高く、また、過疎地域の人口に占める若年者

の割合は県全体に比べて低く、過疎地域においては少子高齢化が進んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

  ②財政 

・過疎市町村の財政力指数は非過疎市町村に比べ低く、また、過疎市町村における地方交付税の割合は 

非過疎市町に比べ高い比率を占めており、財政状況は脆弱となっている。 

 (2)各分野における現状と課題（主なもの） 

①移住・定住・地域間交流の促進、人材育成 

②産業 

  ③情報通信基盤・地域情報化 

  ④再生可能エネルギー など 

山形県過疎地域持続的発展方針について 

・令和３年４月１日に施行された新たな過疎法である「過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置

法」に基づき、県において「過疎地域持続的発展方針」を策定し、過疎地域の持続的発展に関する基

本的事項等について定めるものです。この方針に基づき、県及び市町村で「過疎地域持続的発展計

画」を策定することとなっております。 

・期間は令和３年度から令和７年度までの５年間。 

過疎地域持続的発展方針策定の趣旨 

県過疎地域持続的発展方針 
（国の同意が必要） 

指針 指針 

市町村過疎地域持続的発展計画 

【性格】 

・過疎市町村の計画的な持続的発展のための

方針・方策 

・過疎対策事業債等、過疎法に基づく財政上の

特別措置等が活用できる 

（市町村議会で議決が必要） 

県過疎地域持続的発展計画 

【性格】 

・県が過疎市町村に協力して講じる 

措置の計画 

 

協力 

過疎地域 ２１市町村（市町村数で６割、面積では約７割） 

 

 市：鶴岡市、酒田市（旧八幡町、旧松山町、 

旧平田町の区域）、村山市、尾花沢市 

 町：西川町、朝日町、大江町、大石田町、 

金山町、最上町、舟形町、真室川町、 

川西町、小国町、白鷹町、飯豊町、 

庄内町、遊佐町 

 村：大蔵村、鮭川村、戸沢村 

 

※旧過疎法と同じ 

新たな山形県過疎地域持続的発展方針の主な内容（項目等は法に規定） 

１ 過疎地域の現状と問題点   

国勢調査（総務省） 

(1)平成 12 年制定の過疎地域自立促進特別措置法は二度の延長（H22,H24）を経て令和３年３月末が期限となっていたが、新たな「過疎地域の持続的発展の支援に関する

特別措置法」（R3.4.1 施行）が制定され、過疎地域への支援が継続することとなった。 

(2)旧法で過疎地域指定されていた本県の２１市町村は、新法においても継続して過疎地域となる。 

※新法に基づき山形県過疎地域持続的発展方針を策定（期間：R3年度～R7 年度）。 

なお、新法には、近年の情勢変化を踏まえ、「移住・定住」、「デジタル化」、「再生可能エネルギー」等が重要施策として新たに項目設定されており、これを踏まえ県の

方針でも当該項目を重要施策として新たに設定している。 
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○ これまでの過疎対策では、人口減少による地域社会の衰退に対応し、社会基盤の整備など

の「条件不利性の克服」を中心とした施策を展開し、地域の自立を促進することを目的。 

○ 新たな過疎対策においては、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の考え方や、新型コロナウイ

ルスの感染拡大の中で再評価された過疎地域の価値を踏まえ、これまでの条件不利性の克服

という過疎対策の基本を維持しつつ、新たな視点として「地域社会を担う人材の育成・確保」

や「デジタル技術の活用」などにより、「地域資源等を活用した地域活力の更なる向上を実現」

し、過疎地域の持続的な発展を図る。 

 

 (1) 新たな人の流れの創出と移住・定住の促進 

 ・過疎地域の魅力を磨き上げ、都市部への情報発信や連携・交流、新たな人の流れを創出する取組推進 

 ・「関係人口」も新たな地域の担い手として位置づけ、地域との関わり方を創出 

(2) 住民主体の地域づくりと担い手の育成・確保 

・住民一人ひとりが主体的に地域づくりに関わり、地域課題に取り組む住民主体の地域づくりを推進 

・子供の内から地域を知り、郷土を愛する心を育て、地域を担う次世代の人材を育成 

・移住者や関係人口などの外部人材を活用し、地域と行政が一体となって地域課題を解決する体制構築 

(3) デジタル技術の活用 

・デジタル環境の整備やデジタル技術の導入促進と、既にある技術・ツールの活用・組み合わせによる 

効用の最大化に取り組む 

・情報通信基盤やサテライトオフィスの整備などによる新たな働く場の創出 

(4) 住民が安心できる生活環境の確保 

・公共交通の確保や買い物支援、自然災害対策、子育てや医療の充実、産業振興など生活環境の整備 

・地域に受け継がれてきた文化の継承や里山保全の取組など、地域の自然や文化の保全と活用 

・エネルギーの地産地消や地域資源活用による経済循環及び地域課題の解決 

 (5) 市町村の行財政基盤の強化と県による広域的支援 

  ・過疎市町村における行財政基盤の充実・強化 

 ・市町村間の広域連携や県による市町村補完の取組による効果的支援の推進  

 

 

 

 

  定住自立圏構想等の各種広域計画における過疎地域の位置づけや連携の強化に配慮し、広域的な観点か

ら過疎地域の持続的発展のための施策を推進する。 

 

 

 

 

 

 

第２ 過疎地域の持続的発展のために実施すべき施策（主なもの） 

 

・「ふるさと山形移住・定住推進センター」を中心とした移住・人材確保に関する施策推進 

 ・オンラインセミナー等による山形の魅力発信、県外の人材活用、多様な滞在プログラム等による関係人

口の創出・拡大 

 

 ・農林水産業の意欲ある多様な担い手を育成、確保し、活気あるしなやかな農村の創造 

・県産品が持つ歴史的背景や物語性などの魅力を発信することによる地域特産物等の訴求力向上 

 ・移動販売等による買い物困難者対策など地域課題の解決と地域商業の機能強化 

・産学官金が連携した創業希望者への支援や起業マインドを持った人材の育成 

・「山形ならでは」の精神文化等の魅力発信やデジタルマーケティングの推進等による観光振興 

 

・誰もがいつでも情報通信ネットワークを活用できる環境の整備 

 ・地域課題解決や住民利便性向上のためのデジタル技術の効果的な活用 

 

・市町村・国・県道のネットワーク形成や道路機能の強化、道路施設の長寿命化の推進 

 ・移動サービス等のオープンデータ化による地域公共交通の利便性向上等移動の円滑化 

 

・生活排水処理施設の老朽化等に対応した広域化・共同化の促進 

・空き家の実態把握や危険な空き家の除去、空き家バンクの活用の促進 

 

・社会全体による結婚から妊娠・出産、子育てまでの切れ目のない支援の推進 

・高齢者の自立支援・重度化防止と住み慣れた地域で自分らしく生活できる体制整備 

 

・へき地医療拠点病院による、へき地診療所等への医師派遣等の支援強化 

 ・ドクターヘリの有効活用と、隣県との広域連携の一層の推進 

 

・郷土を愛し、地域で活躍し、未来を切り開いていく人材の育成 

 ・小規模校対策として教員研修事業の充実やＩＣＴを活用した交流学習等による学習体験の深化と多様化 

 

・住民主体の地域づくりを行う「地域運営組織」の形成に向けた取組の推進 

 ・「小さな拠点」や集落ネットワーク圏の形成による近隣集落同士の連携や機能補完 

 

・過疎化等を背景に滅失や散逸が課題となっている有形・無形の文化財や伝統文化の保全と地域活性化 

 ・本県の特色ある文化資源等を活用し、国内外との文化交流や観光振興への活用促進 

 

・カーボンニュートラル実現の道筋を見据えた再生可能エネルギーの導入拡大を促進 

 ・県内で産み出した再生可能エネルギーの地産地消推進 

 ・地域の再生可能エネルギー資源活用による地域経済の循環及び地域課題の解決 

２ 過疎地域持続的発展の基本的な方向   

３ 広域的な経済社会生活圏の整備の計画との関連   

１ 移住・定住・地域間交流の促進、人材育成 

２ 産業の振興 

３ 地域における情報化（デジタル化） 

４ 交通施設の整備、交通手段の確保  

５ 生活環境の整備   

６ 子育て環境の確保、高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進       

７ 医療の確保   

８ 教育の振興  

９ 集落の整備 

10 地域文化の振興等   

11 再生可能エネルギーの利用の推進 



デジタルを活用した「通いの場」モデル事業
狙 い

コロナ禍にあっても持続可能な「通いの場」の新たな運営手法の検討及び高齢者がＩＣＴ機器を抵抗感なく活用
できる意識の醸成と活用能力の向上を図る。

手 段

「通いの場」（県内４か所）の参加者にタブレット端末等を貸与し、サポート体制を整備した上で実施。
デジタルを活用した「通いの場」を実施を通して、高齢者のＩＣＴ機器に対する意識と活用能力の変化等を検証。

県内４ヶ所(東根市・金山町・長井市・酒田市)の「通いの場」で週１回、2か月程度実施
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デジタルを活用した「通いの場」の実施
［参加者にタブレット端末等を貸与]

通いの場

機器操作
サポート

地域での身近なサポート

参加者９名想定
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【実施調整］
市町村



金山町介護予防事業
「デジタル通いの場」について



デジタル通いの場の実施内容

開催前
金山町地域包括支援センターの担当者が参加者を確保
（9名程度）

説明会
事業開始前に参加希望者に対して概要・操作説明などを
実施

事業実施 6月～8月の12回実施。毎回6～8名が参加

ふりかえり 事業実施後、ふりかえりを実施し感想や課題を共有

パネラー作成：オリジナル資料



実際の様子①

通常は介護予防を目的とした運動
（ストレッチ・自己負荷筋トレ・脳トレなど）を実施している
【毎週月曜日午前】

運動指導員の前にタブレットを設置

パネラー作成：オリジナル資料



実際の様子②

ICT機器への知識がある方も積極
的に参加された

操作がわからず、機器持参でリアル
参加された方もいた
（以降、リアル参加へ結びついた）

介護予防運動の休憩時は、知り合
いの方々でコミュニケーションを
とり楽しんだ

パネラー作成：オリジナル資料



金山町提供：デジタル通いの場事業実施後アンケート結果資料

実施における集計

事前説明会参加者：9名
事後報告会参加者：8名



金山町提供：デジタル通いの場事業実施後アンケート結果資料



デジタル通いの場のふりかえり（効果・課題）

感想①
・器械が難しく使えなかった
・操作のサポートがあれば良いが1人ではできない

感想②

・デジタル機器の活用を覚える喜びを感じた。良い経験をさせて
もらった

・デジタル通いの場での利用だけではなく、写真・ゲーム・音
楽など他の機能を使ったため、脳の活性化につながった

・この事業の必要性を強く感じた。
・リアル参加者との会話がとても楽しかった
・普段会えない人たちを会えることがうれしかった

運営側

・サポート側（金山町担当者）の負担が大きかった
・コロナ禍、コロナ後（ニューノーマル時代）の活動へヒント
を得た

・通信障害、機器トラブルなどへの対応は課題
・リモート参加からリアル参加への可能性

パネラー作成：オリジナル資料
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防災無,機能の大きな変更点

これまでの屋外スピーカーや戸別受信機での防災無線に加えて、

「防災アプリくらっちりの導入を行います。タブレツトやスマートフォ

ンからアプリを使用することで、以下のような改善点が考えられます0

変更前(従来型)

●音声だけの防災情報伝達
イ/・「あっ聞き逃した!」

※繰り返し聞くことが出来ない。 ＼
.

/"
.「雨の音などで聞こえなかった。」 .

※防災アプリ「くらっち」は、@1nfocanal@アプリケーシヨンを利用します。

変更後(最新型)

●音声(Ai)による防災情報の伝達

●「文字情報」も同時に受信。タブレットやスマ

トフォンで何度も確認できる。
曹 ミ.ι

「●添付ファイルで「図」や「写真」rデータファイル」
乙も受信でき、皆様にわかりやすぐ情報を伝達します。

●ハザードマップをいつでも確認できます。

くらっち(インフォカナル)アプリから、「資料集」をタップすると各地区のハザー
ドマップの一覧があり、各エリアのハザードマップを見ることができます。

0

【例】災害による

通行止めなどの情

報を、文字と図面

により通知。

場所がとても分か

りやすい!

2
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住民の皆さんが、情報を受け取るには以下の3つの方法があります。

方法お手持ちのスマートフォンやタブレット(iphoneやAndroid)にアプリ L
をインストールして利用できます。

もう、うちは

スマホにアプリを
アプリは無料です。通信料はかかります。

入れるだけで
家族みんなのスマートフォン(複数台)にインス 十分 カ＼な!?

トールすることも可能です。緊急時の防災情報

や平常時の村からのお知らせを家族で共有でき '4.
鬮

ます。 .

※インストール方法・利用者登録の方法は本誌と

は別に配布しています。

情報の受け取り方法について

方法一般世は、役場かb貸与される(予定)タブレット(Android)を利 L
用できます。

アプリはインストール済みです。

地区設定済みです。基本的な災害等の

情報は通知されます。

Vvi・Fi環境(無線インターネット接続)

かSIM 仂0入者識別力ード)の購入が

必要です。

役場から貸与されるタブレットは、基本

的に防災無線情報を受信する専用端末

となります。

役場から貸与されるタブレットを受け取

らない事も可能です。

dD

方法 65歳以上の方だ1 の、齢者世帯は、役場から配布され

3 (Android)が無料で貸与されます。
●アプリはインストール済みです。

SIM 仂0入者識別力ード)が入ってい

ます。通信料は役場が負担します。
二

役場から貸与されるタブレットは、防災無線

情報を受信する専用端末となります。

昆

遭

・1

^

^

うちは、みんなが

スマホを持っているし

タブレットもあるから

役場のタブレットは
いらないわ。

タブレット L

3



どのような情報がタブレットに配信されるのでしょう?

(ジエイアラート)を瞬時に配信します。政府が発信する

●国民保護情報

亀冒

け取れる情報の種類

緊急地震速報震度速報震源・震度に関する情報

噴火警報火口周辺警報噴火予報

気象等の特別警報(大雨、大雪、暴風、暴風雪)

気象警報(大雨、洪水、大雪、暴風、暴風雪)

気象注意報土砂災害警戒情報

竜巻注意情報記録的短時間大雨情報指定河川洪水予報

匡至^ 弾道ミサイル情報航空攻撃情報(いわゆる空襲警報)

ゲリラ・特殊部隊攻撃情報大規模テロ情報

その他の国民保護情報

●避難所開設情報

●河川水位情報φM立図など)

●土砂災害警戒情報(マップ)

^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

弱鳳■■■■■■■■■虜鬮■■■閥厩瓢畷虜

U.

最上広域消防本部か発信する村内の」

思

4

^

ず

N

田

●火災発生情報

●鎮火情報

●誤報情報

朋

1国

4

大蔵村危機管理室が発信する

霊
一



利用者登録(購読設定)によっていろいろな情を受け取ることが
できます。

【」】A 区にお住い家族の白合

^父35歳(消防団)母32歳子ども11歳(小5)子ども5歳(年中)

お父さんとお母さんのスマーフォン(災アプリくらっイノストール済み)に
以下の情報を受け取るように利用者登録(購読設定)します。

●A地区の登録(父・母)

緊急時にはA地区に該

当する災害や火災情報、

平常時には村からのお知

らせなどを受信できます。

●小学校保護者の登録好ども羽歳(小5)

教育課が発信する学卵9^
制

校行事や集団下校、連

絡事項などの情報を受で、1.鬼Y

●老人ラブの登録綿性乃歳(老人クラブに加入)

健康福祉課(社協)が発信する老人クラプ行事

や連絡事項などの情報を受信できます。

※老人クラブへの加

入状況を役場で調
4、 5

"'ぐべ、役場側で利用

者登録(購読設定)
乙をします。

●消防団の登録(父)

火災時はもちろん、

役場からの消防行事

や事務連絡を受信で

きます。
鬼

【】B地ににお住いの高齢者世帯場合

^男性75歳(老人クラブに加入)女性68歳

役場から配されたタブレットは、

役場(管者)側で該当す利用登録(購読設定)をしいます。

5

●B地区の登録

緊急時にはB地区

に該当する災害や

火災情報、平常時

には村からのお知ら

せなどを受信できま

す。(配布時に設定

済み。)

●保育所保護者の登録好ども5歳(年中)

健康福祉課や保育

所が発信する保育所行

事や連絡事項などの情

報を受信できます。

3

、
、
、
、



防災アプリでもっと便利に

みなさまの安心と安全を考え、これから一歩進んだ使い方を考えて
いきます。

リア

河川の増水状況がわかりやすい
ように、写真や動画、図面などを

アプリ(スマートフォンやタブレツ

ト)に発信し、災害の状況を分か
りやすくお知らせします。

★ 、゛

高齢者世帯などには、毎日の
安否確認をタブレットで通知しま
す。

通知を受けた高齢者は、体調の

「良い・悪い」をタブレットのボ
タンを押して答えることができま

す。高齢者の安否確認や健康管
理に役立てていきます。

゛

亀阜

冥イト臥@

て★,S'

現在、「紙」でお知らせしている各世
帯への配布物・案内チラシや回覧をア
プリでお知らせします。地区代表さん
の業務の軽減をお手伝いします。また、
コロナ禍のもと、ペーパーレ

ス化による感染予防にも役立

てていきます。

〆ノ气、ヂ、＼

ぐ 0 口

6

仏
悪い

'し'

^

. .

修

詔

、

■

鳳

=

S

=
一
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QI

くある質問 Q&A

.

いままでの防災無線の個別受信機はどうすればいいの?

そのまま使っていただいて構いません。段階的に撤去していくことを考

えています。もし、タブレットだけで十分とお考えでしたら、現在の個別
受信機を役場に返却してください。

タブレット配布の時に、通信料が必要だと言われまたが、
どうてでしょうか?

Q

.
住宅内にインターネット(Ⅷ・Fi)環境が無いためです。こ自身でSIMを

購入し、タブレットに挿入してください。SIMの購入には回線契約料と月額
使用料が必要です。くらっち力酒引言する通信量は、月に10OMB程度です。

※65歳以上のみで構成する世帯になりましたら、無料のタブレットを貸

出いたします。(防災用無線情報専用で、月の通信量に上限があります。)

タブレットを使ったことがないのでが、いろいろ操作して
も壊れたりませんか?

Q3

.
画面を触ったりするだけで、情報が表示されるシステムです。通常に使

用していれぱ壊れることはありませんので、いろいろ触ってみてください。
高齢者の方々を対象にサロンなどの場所をお借りしながら使い方講座を
開催していく予定です。

配布されたタブレットの調子が悪いです。こに連絡すれば
いいですか?

゛'

''
役場危機管理室(電話0233-75-2170)にこ連絡ください。

村外へ引っ越す場合には、タブレットを危機管理室へお返しください。ま
た、村内の別地区に引っ越しする場合は、その旨を危機管理室へお知らせ
ください。タブレットの地区変更設定を行います。

届いたメッセージの下に『確、」ボタンがありますが、必
ず押さなければなりませんか?

役場では概ね何人の方に、送付文書を読んでいただいたかをチェックし

ています。メッセージを読み終わりましたら「確認」ボタンをタップして(押
して)ください。

引っ越すことになりました。タブレットはどうすれぱいいの
ですか?

.
"
.

5Q



愛称 rくらっち」について

大蔵村の「くら」と子どもでも親しめるよう「つち」

を語尾につけ、防災アプリの名称を「くらっち」にし

ました。
クラッチ

また、英語のClutchには

●手をしっかり握る、いざという時に、危機、ピンチ

●ピンチの時に頼れる

という意味があります。

防災アプリ「くらっち」は、いざという時に頼れる
アプリです。

、、、、、V
偸倫

「くらっち」アプリアイコン

R39

r防災報タブレット」r防災アプリくらっち」
に関する問い合わせ

大蔵村役場危機管理室
TEL.0233-75.2170 (内線241)

村 HP : httPソ/WWW.vi".ohkura.yamagata.jp/

回回

回・

二





最上町（６分）

①実証実験に取り組んだ経緯

②事業概要

（１）対象ＰＣのデータ消去
及び搬送作業について

（２）リユースPCの台数と
スペック

（３）PC寄贈団体の公募と
寄贈団体の活用事例

㈱ソフマップ（４分）

①会社概要

②本事業での作業内容
（１）国のガイドライン改正
に沿ったデータ消去

（２）トレーサビリティによる
処理端末の追跡管理

（３）資源利用とリユース
作業

③今後の展望

2



①実証実験に取り組んだ経緯

・業務用端末のOSのサポート終了に伴い、令和元・２年度に
端末１５０台の更新を実施し、処分予定の端末を保管

・令和３年度に職員で端末の処分を予定

・データ消去方法を確認するため参加したセミナーで、
㈱ソフマップより処分端末の資源利用とリユースPCを
地域で再利用する仕組みを構築するための実証実験への
提案を受け本事業が実現

3



②事業概要
（１）対象ＰＣとデータ消去及び搬送作業状況
ノートパソコン８６台+デスクトップパソコン７４台＝１６０台
モニター５９台

役場の会議室でのデータ消去 鍵付きコンテナでの輸送
（ソフマップ専門スタッフ） （千葉県の処理センターへ）

4



（２）リユースPCの
台数とスペック

リユースPC 47台
・ノート16台
・デスクトップ 31台

リユース後のPCスペック
・OS Windows10Home
・SSD 240GB
・メモリ ８GB
・Office互換性ｿﾌﾄ

公募は回覧文書や
やまがたe申請を活用

5



（３）PC寄贈先団体の公募と活用事例①
公募の応募は20団体、30台を寄贈

集落（８地区） ９台
・町内会の回覧文書、総会資料の作成・会計処理
・高齢者等の行政手続き支援
・インターネットを活用した
有害鳥獣対策研修会の実施

↓

町内会の公民館にネット
環境を整備、 維持する費用
が課題

公民館での研修の様子
公民館は災害時の避難所

6



（３）PC寄贈先団体の公募と活用事例②

商工会青年部（１組織） ５台
部員の資質及びITリテラシー向上のためにPC
研修会を開催予定

事業者・農業者（９組織） １３台
業務用端末として活用
（システム運用・在庫管理・帳簿記帳・顧客

管理・ホームページ管理・販売管理）

福祉関係（１組織） ２台
職員のオンライン研修
入居者と家族のオンライン面談への活用

その他（１組織） １台 町民向け文芸誌作成用

7



リユース事業 ITADサービス

ソフマップのITADサービスは、総務省
の情報セキュリティーポリシーガイドラ
インに対応したデータ消去設備と技術を
備えております。

8

①会社概要

会社名
株式会社ソフマップ
（ビックカメラグループ）

本社
東京都千代田区外神田1-16-9
朝風2号館ビル

設立 2012年3月

資本金 1億円

従業員 621名（2021年4月現在）

事業内容
パソコン、ソフト、デジタル家電
等の販売（新品・中古）、買取、
サポート



（１）国のガイドライン改正に沿ったデータ消去

9

②本事業での作業内容

～総務省ガイドライン改定の内容～

令和2年12月28日

に総務省から情報

機器を廃棄する際

の対応として「地

方公共団体におけ

る情報セキュリ

ティポリシーに関

するガイドライ

ン」が公開されま

した。



（１）国のガイドライン改正に沿ったデータ消去

10

②本事業での作業内容

ガイドラインでは、情報機器の保有する機密性に応じて３つに分類し、それぞれ適切な抹消ラン

クを用いた処理を行う事が定められました。特に留意すべき事項は、下記抜粋したマイナンバー

情報（機密性３）に係る箇所になります。

分類 機器の廃棄等の方法 確実な履行を担保する方法

（１）マイナンバー利用事務系の領
域において住民情報を保存する記憶
媒体

※ マイナンバー利用事務系：社会
保障、地方税、防災、戸籍事務等に
関する情報システム及びデータ

当該媒体を分解・粉砕・溶解・焼
却・細断などによって物理的に破壊
し、確実に復元を不可能とすること
が適当である。
なお、対象となる機器について、
リース契約により調達する場合にお
いても、リース契約終了後、当該機
器の記憶媒体については、物理的に
破壊を行う。この場合、予め仕様に
明記のうえ、機器の廃棄方法を契約
において明記することが望ましい。

職員が左記措置の完了まで立ち会い
による確認を行うほか、庁舎内にお
いて後述（３）で記述する情報の復
元が困難な状態までデータの消去を
行った上で、委託事業者等に引き渡
しを行い、委託事業者等が物理的な
破壊を実施し、当該破壊の完了証明
書により確認する。当該完了証明書
については、破壊の証拠写真が添付
されるとともに、その提出期限が定
められていることが望ましい。

～データ抹消ランクと分類定義～

地方公共団体における情報セキュリティポリシーに関するガイドライン(令和2年12月版)より抜粋

https://www.soumu.go.jp/main_content/000727474.pdf 

10



（１）国のガイドライン改正に沿ったデータ消去

②本事業での作業内容

ソフマップではすべてのデータ抹消ランクの要求に対応する事が可能です。

～データ抹消ランクと分類定義～

11



（１）国のガイドライン改正に沿ったデータ消去

12

②本事業での作業内容

～最上町役場様のパソコンは全て機密性３で処理～

※作業開始から証明書発行までを、データ消去追跡管理（ETTMS）にて管理しました。

②本事業での作業内容



（２）トレーサビリティによる処理端末の追跡管理

13

②本事業での作業内容

ガイドライン改定により3点が重要な

ポイントとなります。

①情報資産の機密性に応じた分類

②分類に応じた適切な処理工程の選択

③消去作業証明書の取得

上記のポイントを抑える為にも、各工

程におけるトレーサビリティが重要な

要素となります。

今回、ADEC（データ適正消去実行証

明協議会）が開発したETTMS（消去

証跡追跡管理システム）を導入し、追

跡管理を行いました。

～ETTMSによるトレーサビリティ～

※ADEC（データ適正消去実行証明協議会） https://adec-cert.jp/

ネットワーク
管理



（２）トレーサビリティによる処理端末の追跡管理

14

②本事業での作業内容

①確認したい機器の追跡IDを
入力します

②検索したＩＤの追跡情報が
表示されます

③「詳しいページへ」ボタンを
押すと追跡情報の詳細が
表示されます

追跡IDを使ってリアルタイムで予め分類した手順に適した処理が行われているか確認が可能となり、
役場から出荷された後も機器の状況を把握する事が出来ます。



最上町役場内
①ETTMS（追跡
管理）のQRコー
ド添付作業

最上町役場内
②ステータス登録
（追跡開始）

最上町役場内
③ETTMS

管理画面
（リアルタイム）

ソフマップ
④粉砕処理
ステータス登録

（追跡終了）

ソフマップ
⑤追跡証明書発行
（個品毎に発行）

（２）トレーサビリティによる処理端末の追跡管理

15

最上町役場様から追跡スタートし、ソフマップITADセンターでの追跡完了までの実際の作業状況
・最上町役場 【登録】→【データ消去（Purge）】→【出庫】→ 
・ソフマップITAD【入庫】→【粉砕（Destroy）】→【終了】
という追跡結果を全て個品毎に管理しました

～最上町役場様においてETTMSの運用詳細～

②本事業での作業内容



①新品SSD
換装作業

②Windows OS
インストール作業

③クリーニング
作業

④電話＆リモート
設定作業

⑤最上町役場様へ
出荷

（３）資源利用とリユース作業

16

依頼品160台の内48台を再生パソコンとして製品化しました。再生出来なかった112台はリサイク
ル処理して再資源化されます。再生可能品は新品のSSDに換装したのちWINDOWS１０をインス
トール。すぐに使えるようにキッティング作業を行い、電話＆リモートのサポートをお付けして
最上町役場様に納品しました。

～ソフマップITADセンターでのPC再生化作業～

②本事業での作業内容



17

③今後の展望

処分が当たり前だった使用済みパソコンを廃棄せずにリユースパソコンとして再利用することで、
持続可能な地域社会の実現に向けて、この取り組みを全国の自治体へ拡大し、資源の有効活用、
人々の暮らしのデジタル化、生活の豊かさと利便性向上、環境貢献などのSDGs推進に向けてこれ
からのスタンダードモデルとなるような誰もがデジタル化の恩恵を受けられる社会を目指します。

～誰もがデジタル化の恩恵を受けられる社会を目指します～

リユースPC地域再利用
モデル



飛島スマートアイランドプロジェクト等事例のご紹介
（暮らしに寄り添うデジタル化の事例から）
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第1部
飛島スマートアイランドプロジェクトのご紹介

～LPWAを活用した情報収集・配信インフラの活用～

2
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「
テクノロジー活用によって実現する、誰一人取り残さない豊かな島暮らし」
 人口減少と高齢化が進む離島において、限定的な交通・物流手段、地域の生産

者・商店・観光施設のサービス提供体制の不足等の地域課題を、デジタル技術、e
モビリティ、多機能ロボットの組み合わせによって最適に解決する自律型サプライ
チェーンの構築を目指す。

 さらに、災害復旧要員を確保しにくい離島において、平時に利用するインフラやデジタ
ルサービスを有事にも活用することで、効果的な自助・公助の仕組み構築を目指す。

 高齢化により外出機会が減ることで島民同士、島民と観光客の交流機会がなくなり、
健康二次被害や観光客離れにつながりやすい。

 本土との定期船の運行が限定的である中、島内の交通網・物流網が脆弱なため、
島内の移動弱者の買い物支援や、観光客への食事・サービス提供の充実が困難。

 高齢者が多く、常駐している行政職員が少ないため、（火事、暴風、豪雪、水害な
ど）災害時の被災状況把握や復旧のための要員が確保できない。

令和３年度 スマートアイランド推進実証調査業務のご紹介

《概要》 《主な実証内容》
島の課題

飛島
（山形県酒田市）

飛島スマートアイランドプロジェクト
（観光振興・移動弱者支援と防災対策強化を両立する自律型サプライチェーン構築実証事業）

調査体制
飛島スマートアイランド推進協議会

東日本電信電話株式会社 山形支店

酒田市

とびしま未来協議会

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所

合同会社とびしま

 スマート・オーダーシステムと交通・物
流手段（EVや多機能ロボット）を
組み合わせて、発注から輸送までの
島内サプライチェーンを最適化を図る。

 スマートオーダーシステム等を応用した、
災害時の被災状況・避難状況把握
を図る

取組概要

目指す姿・期待する効果

平時

有事

把握 注文 提供 観光振興・移動弱者
支援、島内生産者

・商店支援

適切な
共助、公助の

実現

島民、観光客の位置
サービスニーズ

被災状況の把握、
避難状況の把握

スマート・オーダー
（食事等の注文）

Eモビリティによる移動支援
多機能ロボットによる配送

実証内容

主な検証項目

 スマート・オーダーシステム ＆避難状況連絡
必要なヒトとモノ、ヒトと人をマッチングし、タブレットやスマホからオンラインで注文（オーダー＆
決済）できる。利用者の現在位置をBeaconやGPSで把握し伝えることも可能。

【島内高齢者】
• 日常的な買い物、食事宅配のオーダー

【観光用】
• 釣り場での食事、釣り具の注文
• 空き家の情報と、関心がある人のマッチング（アンケート等）
• 島内の観光情報（野鳥の目撃情報、釣果情報等）の提供

【防災用】
• 避難状況の把握

 交通・物流サービス

【eモビリティ】
• 観光 :島内商店 → 観光客への食事・商品の配送

【多機能ロボット等（各種ドローン）】
• 観光 :島内商店 → 観光客への食事・商品の配送
• 防災 :被災状況の把握・点検

 経済性の高い広域ＮＷの適用性評価（低速であるが安価なNWの費用対効果把
握）

 多機能ロボット等による輸送を行うために必要な許認可、技術的な課題、経済性等の
検証

 強風・積雪のある日本海の気候（冬季間）の活用上の課題整理
 地域のニーズに基づく持続可能なビジネスモデル・実行体制の検証
 島民・観光客の満足度の把握

サービスの
共用
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LPWAネットワークイメージ

WebUI

LoRaゲートウェイ

・様々な種類の子機デバイスのデータを
ゲートウェイで収集（LTE/Ethernet等）

・ランニングは、機器メンテナンスのみ
（クラウド等費用が場合により発生）
・ネットワークは、シンプルで堅牢なスター型

・様々な種類の子機デバイスのデータを
ゲートウェイで収集（LTE/Ethernet等）

・ランニングは、機器メンテナンスのみ
（クラウド等費用が場合により発生）
・ネットワークは、シンプルで堅牢なスター型

Webサービス・
ECサービス等

LoRa通信

GPS端末

BLEプッシュ型通信
（URL・接続先情報）

スマホ等

半径1Km～5Kmのエリア

通信コストが0円（LPWA）

柔軟な仕様対応

ゲートウェイ1台で通信可能なエリア
エリア面積により複数のゲートウェイ設置も

プライベートLoRaの最大なメリット
他方式は、何らかの通信費用が発生

独自通信プロトコルのため、様々なアプリに対
応させるためのカスタマイズが可能

携帯基地局

インターネット

センシングデータ
（ユーザ端末情報含む）
・位置情報等

URL・接続先情報
（切替制御）

URL・接続先情報
（切替制御）

管理者

Webサービス等アクセス

ハイブリッド
ゲートウェイ

ハイブリッド
ゲートウェイ

検知・ユーザ特定

LoRa
プライベー
トネットワー
ク

LoRaゲートウェイ

・・・
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自営無線NW＋ひかり高速通信NWによるスマートシティの取組みイメージ

（今期は、観光＋防災をコンセプトに）

利用想定シーン（LPWAイメージ）

酒田市様

農業センシング農業センシング
電源確保が困難な圃場のセンシング

観光観光

水位センサー・カメラ等による
津波予兆監視

①環境可視化

漁業センシング漁業センシング

水温・水質
センサー 等

LPWAを利用した将来的な活用（例）LPWAを利用した将来的な活用（例）

Push通信によるマーケティング情報配信
（Web経由でのオーダー処理等）

防災防災

福祉福祉

高齢者見守り（センサー）
非難所（移動弱者）の避難有無確認

自営無線ネットワーク

2021年度2022年度以降

陸上養殖
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実証

2023年度以降に向けて検討しているLPWAネットワーク活用サービス例とスケジュール

令和3年度
（本実証調査）

令和4年度 令和5年度 令和6年度

NWインフラ整備

効果検証、
ビジネスモデル、
実行体制の検討 事業体立上げ

スマート・オーダーサービス & 避難状況把握
（観光客、島民高齢者向け）

eモビリティ（オンデマンド運行）

津波被害監視サービス

利用者データに基づくマネタイズ

養殖、圃場監視サービス

高齢者見守りサービス

離島以外（本土）への
サービス横展開

インフラ
整備

事業
展開

サービス

スマート・
オーダー

交通・
物流

その他
※ニーズ見
極めの上実
施

実証

実証
車両型ドローン（配送）

利用者データ収集

店舗・事業者側システム導入

施設・住宅等へのセンサー設置
光ファイバーの敷設

モビリティ、ドローン配備

アプリ開発（β版） アプリ開発（本番）

実証 開発・実装 事業自走 横展開



第2部
⾧井市様スマートシティ構想について

参考:高齢者ｅスポーツ実証について
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⾧井市様スマートシティ構想のご紹介

10月
2022年度～2025年度

2021年度

Maas構築及びシステム運営業務

スマートストアによる買い物支援環境構築お
よびシステム運営業務

デジタル地域通貨運営業務

子どもの見守りシステム構築及び運営業務

河川水位監視システム構築及び運用業務

有害鳥獣見回りシステム構築及び運用業務

ワーケーション環境構築業務

eスポーツ環境整備業務

ｅスポーツイベント開催業務

ドローン普及、技術者確保・育成業務

△開始
開発等 追加開発、保守等

開発等
△開始

保守等

準備（PR・設定等）
△開始

保守等

準備（契約手続き等）
△開始

データ提供等

準備（電波調査、システム設定・構築等）
△開始

保守等

△開始
準備（現場調査、工事等） 追加開発、保守等

△開始
準備（マニュアル整備、物品調達、工事等） 追加開発、保守等

△開始
準備（企画等） 継続的なイベント開催

11月 12月 1月 2月 3月

高齢者ｅスポーツ実証業務

サポートセンター運営業務 △開始
ブラッシュアップ、引継ぎ準備（人材確保、設備構築等）

準備（企画、手配等） 継続的な訪問
△開始

対話（対話会の開催、実証計画の策定等） 実証 実装 自走

 下記のような取り組みを今後5年かけ実証・本格運用のフェーズで順次取り組んでいく予定です。
参考事例として、高齢者向けeスポーツ実証実験の概要を例にご説明します。

準備（電波調査、システム設定・構築等）
△開始

保守等

準備（企画、手配等）

ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
環
境
構
築
キ
ッ
ク
オ
フ
セ
レ
モ
ニ
ー

２
０
２
１
年
１
２
月
２
日
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高齢者向けeスポーツの取組
 高齢者のフレイル予防等、高齢者向け健康効果の実現のため、高齢者向けeスポーツを活用した施策を検討しています。
 特別養護老人ホーム等との連携の他、ミニデイサービス、各地の老人団体との細やかな連携をはかるため、市内の施設やミニデイサービス

でイベント映像の放映や取材活動などの実績がある、地元協力会社をパートナーとして実施します。
 本施策は、eスポーツを通じた個々人の行動変容による健康効果の改善と、IT機器を臆することなく利用することでスマホなどの利用を促

進し、デジタル化する社会への変化で誰一人取り残さないための活動としても社会的に意義のある活動として位置づけております。

厚生労働省が策定した「高齢者の特性を踏まえた保険事業ガイドライン第2版 別添 後期高齢者の質問票の開設と留意事項」を参考に作成予定

STEP１

STEP２

STEP３

触れる

楽しむ

検証

ｅスポーツやゲーム機器に対する抵抗感をなくし楽しんでもらう
ことができるよう、レクレーションを通じた操作方法の説明会を、
市内の特別養護老人ホームやデイサービスなどを訪問し開催

体験プログラムを施設等に提供しサポート体制を
整えることで、日常的にｅスポーツを楽しんでもらう

セルフ健康チェック質問表で取得したフレイル問診データやｅスポーツ得点データ、
バイタルデータなどの計測データをもとにｅスポーツがフレイルや認知症予防に
どの程度の効果があったか、社会コミュニケーションの向上など健康面以外への
効果もあったかなどを検証

地域コミュニティ活動

▶その他の効果検証▶フレイルや認知症予防の効果検証

家族との面会機会

リハビリ参加

オンラインコミュニティへの興味

など

収集データを活用し、
相関関係などを検証

セルフ健康チェック＆ｅスポーツデータ

バイタルデータ



STEP3 検証

高齢者向けｅスポーツの実施実現イメージ

必要なもの

施設内のモニター、電源等
施設備品を活用し実施

施設担当者

連携

特別養護老人ホーム、デイサービス、タスeスポーツスペース等

参加者

10名程度を予定

STEP2 体験機材の施設内活用STEP1 レクリエーション形式の説明会

特別養護老人ホーム

体験機材セット

ゲーム機＋専用コントローラー

地域 地元協力企業
イベント運営スタッフ

派遣

施設担当者と一緒に実施

施設内で日常的にeスポーツを
レクリエーションとして楽しんでいただく

年12回
開催 日常

車の運転と同じ要領で操作が可能。
男性も楽しめるゲームタイトルです。

シンプルな操作でリハビリとしても

リズムに合わせて太鼓を叩くだけで直感的
な操作が可能。バチを握る軽運動としても
最適です。

簡単なルールや操作方法

▶実施イメージ

▶タイトル候補

 特別養護老人ホームやミニデイサービスに向けたレクレーション型説明会を年10回開催します。
 ｅスポーツに触れるだけではなく、日常的に楽しいでいただく環境を提供いたします。

10

説明会後に
体験機材

を施設に貸与

＊体験機材の貸出も検討いたします。
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Step 1

Step 2

Step 3

• FY21 12月-3月末

• ロジック検討

• 簡易トライアル(効果分析）

• 実証計画の策定、等

• FY22 4月-3月末

• 山形県内における参加自治体によ
る実証実験(本格展開)

• フレイル等予防効果のevidence
構築

• 効果測定方法の明確化

• FY23

• 全国の自治体への導入・普及

• サービス、及び効果検証の仕組みを
PKGとして展開

• 予算化手法についての支援、等

高齢者向けeスポーツの今後の展開について

 福祉施設のみならずアクティブシニアの方も含めて、健康効果を確認するため、
ロジック検討、及び簡易トライアルを実施し、次年度以降の県内自治体への本
格展開を検討しています。

 今年度の簡易トライアル、来年度以降の実証実験への参加など、ご希望の自治
体様がいらっしゃれば、ご相談ください。



ご清聴ありがとうございました。
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